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② 設立後 10 年未満の回答企業（177 社）
③ 上場目的を持った回答企業（446 社）







295 社 63 社
40 社






























































































都道府県 企業数/率 都道府県 企業数/率 都道府県 企業数/率 都道府県 企業数/率 都道府県 企業数/率
北海道 242.4%埼玉県 252.5%岐阜県 6 0.6%鳥取県 4 0.4%佐賀県 5 0.5%
青森県 3 0.3%千葉県 282.8%静岡県 282.8%島根県 5 0.5%長崎県 9 0.9%
岩手県 5 0.5%東京都 25525.3%愛知県 474.7%岡山県 121.2%熊本県 6 0.6%
宮城県 9 0.9%神奈川県 737.2%三重県 121.2%広島県 202.0%大分県 101.0%
秋田県 6 0.6%山梨県 5 0.5%滋賀県 6 0.6%山口県 111.1%宮城県 2 0.2%
山形県 7 0.7%長野県 292.9%京都府 343.4%徳島県 9 0.9%鹿児島県 2 0.2%
福島県 101.0%新潟県 242.4%大阪府 11311.2%香川県 7 0.7%沖縄県 3 0.3%
茨城県 111.1%富山県 111.1%兵庫県 343.4%愛媛県 8 0.8% 合計 1007100.0%
栃木県 5 0.5%石川県 111.1%奈良県 7 0.7%高知県 9 0.9%





















ｶﾞﾗｽ･ｾﾗﾐｯｸｽ 13 1.3%ｿﾌﾄｳｪｱ 105 10.5%ｻｰﾋﾞｽ･その他 121 12.1%
その他製造業 113 11.3%情報ｻｰﾋﾞｽ 20 2.0%住宅･建設 36 3.6%
化学･医薬品 45 4.5% 合計 125 12.5%出版･印刷 11 1.1%
機械 98 9.8% 流通 72 7.2%
食品 38 3.8% 合計 240 23.9%

















































































　直近のデータでいうと、回答企業の従業員数の平均は 112.7 人（標準偏差 189.1 人）、資本金の平均は２億
200 万円（標準偏差７億 9300万円）、売上げの平均は 32 億 300万円（標準偏差 71 億 7500 万円）である。
　直近から４年前までの過去５年間の売上げ推移をみると（図３）、４年前の売上げ平均 24 億 4400 万円が直
















































































































































ｶﾞﾗｽ･ｾﾗﾐｯｸｽ 13 1 7.7%ｿﾌﾄｳｪｱ 105 3533.3%ｻｰﾋﾞｽ･その他121 1512.4%
その他製造業 113 2522.1%情報ｻｰﾋﾞｽ 20 420.0%住宅･建設 36 2 5.6%
化学･医薬品 45 1226.7% 合計 125 39 出版･印刷 11 218.2%
機械 98 1313.3% 流通 72 1 1.4%














                                                
















































1 店頭市場（本則） 335社 77.5％
2 店頭市場（特則） 61社 14.1％
3 未公開株市場 26社  6.0％













































導入済み   1.8％ （2.9％）  2.7％ （4.4％） 14.2％ （25.8％）
導入予定   1.4％ （2.4％）  7.2％ （13.1％）  3.5％ （7.2％）
興味ある  51.6％ （67.5％） 56.8％ （72.0％） 35.1％ （45.1％）
興味なし  45.0％ （27.1％） 33.1％ （10.6％） 47.0％ （21.9％）






















































人文・社会 28人  4.0％
教育 10人  1.4％
文系他 81人 11.7％
自然科学 25人  3.6％
工学 221人 32.1％



























1 同族事業継承者 223人 23.3％
2 大企業技術 153人 15.9％
3 中小企業管理 100人 10.4％
4 中小企業技術 99人 10.3％
5 大企業管理 86人 8.9％
6 非同族内部昇進 75人 7.8％
7 学生 37人 3.8％
8 銀行 19人 1.9％
9 コンサルティングファーム 8人 0.8％


















1 ソニー 97社 22.7％
2 京セラ 47社 11.0％
3 本田技研 33社 7.7％
4 米マイクロソフト 14社 3.3％
5 キーエンス 13社 3.0％
6 ソフトバンク  7社 1.6％
6 米３Ｍ  7社 1.6％
8 セコム  6社 1.4％
8 松下電産  6社 1.4％
















































































































中学校 21人 4.3% 5人 1.1%
高校 92人 19.0% 61人 13.2%
専門学校・専修学校 31人 6.4% 11人 2.4%
短大（高専を含む） 30人 6.2% 15人 3.2%
大学 278人 57.6%348人 75.2%
大学院 31人 6.4% 23人 5.0%






























































































































技術出身 268 55.6% 172 37.4%
営業出身 162 33.6% 174 37.8%
事務出身 17 3.5% 71 15.4%
その他 35 7.3% 43 9.3%















　第２に、企業規模は、従業員数の平均が 14.4人（標準偏差 14.3人）、資本金の平均が１億 1000 万円（標準












最狭義ＶＢ （全体） 最狭義ＶＢ （全体） 最狭義ＶＢ （全体）
導入済み 1社 2.6%（1.8%） 5社 13.2%（2.7%） 12社 30.8%（14.2%）
導入予定 2社 5.3%（1.4%） 9社 23.7%（7.2%） 5社 12.8%（3.5%）
興味ある 28社 73.7%（51.6%） 24社 63.2%（56.8%） 18社 46.2%（35.1%）
興味なし 7社 18.4%（45.0%） 0社 0.0%（33.1%） 4社 10.3%（47.0%）
合計 38社 100.0%（100.0%） 38社 100.0%（100.0%） 39社 100.0%（100.0%）










































1 人材不足（質の不足） 593社 60.2％
2 販売力の不足 371社 37.6％
3 販売不振・受注の減少 287社 29.1％
4 同業他社との競争激化 270社 27.4％
5 資金繰り難 228社 23.1％
6 製品価格（販売価格）の引上げ難 176社 17.8％
7 技術力の不足 174社 17.6％
8 資本不足 162社 16.4％
9 人件費の増大 136社 13.8％
10 人材不足（量の不足） 92社 9.3％
11 為替相場の変動 46社 4.6％
12 公的規制 42社 4.2％
13 納期等の取引条件の難しさ 33社 3.3％
14 大企業等の進出 32社 3.2％
15 人員の過剰 25社 2.5％
16 原材料・仕入品の高騰 22社 2.2％













1 研究開発 347社 59.2％
2 マーケティング 304社 51.8％
3 生産技術 214社 36.5％
4 経営企画 148社 25.2％
5 経営管理 128社 21.8％
6 財務 78社 13.3％
7 人事 58社 9.9％
8 法務関連 53社 9.0％





























































































適切な経営戦略 228社 23.8％ 79社 16.4％
高い技術力 225社 23.5％ 116社 24.1％
的確なマーケット選択 216社 22.5％ 96社 19.9％
とにかく始めること 114社 11.9％ 98社 20.3％
優秀な人材 113社 11.8％ 21社 4.4％
厳格な損益管理 43社 4.4％ 15社 3.1％
豊富な自己資金 18社 1.8％ 57社 11.8％











回答内容 全体 １０年未満企業 Ｒ＆Ｄ志向企業 ＩＰＯ志向企業
適切な公的支援を利用したから 124社 16.4％ 38社 31.4％ 35社 28.7％ 68社 18.3％
ベンチャーキャピタルの支援 56社 7.4％ 22社 18.2％ 14社 11.5％ 42社 11.3％
適切な銀行融資を利用したから 448社 59.3％ 44社 36.4％ 60社 49.2％ 205社 55.1％
































































VC数 542社 1.5 3.3106社 2.3 4.7 99社 2.0 4.3 294社 2.3 4.0
融資 293社 77.5464.854社 158.91018.258社 164.0982.4153社 73.3196.8












1 資金力 64社 23.8％
2 公開上場のための支援 56社 20.9％
3 銀行、証券会社等からの紹介 54社 20.1％
4 会社の信用力・実力 47社 17.5％
5 唯一支援に応じてくれたところだから 16社 5.9％
6 経営指導力 12社 4.4％
7 技術評価の力 7社 2.6％
8 担当ベンチャーキャピタリストの実力 7社 2.6％


























1 資金力 244社 38.0％
2 公開上場のための支援 90社 14.0％
3 技術評価の力 78社 12.1％
4 経営指導力 68社 10.6％
5 ネットワーク力 59社 9.2％
6 担当ベンチャーキャピタリストの実力 53社 8.2％


















































































































































過去 順位 今後 順位
取引先 64.0％ 1 49.7％ 1
銀行 33.6％ 2 25.2％ 4
業界団体（例：ニュービジネス協議会、VEC） 26.8％ 3 25.9％ 3
公認会計士、税理士、弁護士 25.2％ 4 19.0％ 5
ベンチャー成功者 18.1％ 5 19.0％ 5
海外業界知人 16.0％ 6 17.4％ 7
経営コンサルタント、中小企業診断士 13.3％ 7 13.6％ 11
大学等の研究機関 13.2％ 8 28.9％ 2
国や地方自治体 11.0％ 9 16.3％ 9
ベンチャー勉強会 10.3％ 10 13.8％ 10
証券会社 9.6％ 11 9.6％ 13
ベンチャーキャピタリスト 6.4％ 12 11.7％ 12






































1 債務保証 532社 61.7％
2 研究開発向け補助金等 506社 58.7％
3 融資 454社 52.7％
4 株式・社債の引受 368社 42.7％
5 ベンチャープラザ 361社 41.9％
6 公設試験研究機関利用支援 355社 41.2％
7 企業間交流支援 335社 38.9％
8 研究開発型事業への税制措置 318社 36.9％
9 経営指導 266社 30.8％

















1 債務保証 214社 39.7％
2 研究開発向け補助金等 196社 36.4％
3 ベンチャープラザ 111社 20.6％
4 公設試験研究機関利用支援 98社 18.2％
5 企業間交流支援 91社 16.9％
6 研究開発型事業への税制措置 88社 16.3％
6 融資 88社 16.3％
8 株式・社債の引受 83社 15.4％
9 人材確保・育成支援 61社 11.3％
















1 研究開発向け補助金等 359社 49.9％
2 融資 272社 37.8％
3 公設試験研究機関利用支援 246社 34.2％
4 人材確保・育成支援 239社 33.2％
5 研究開発型事業への税制措置 198社 27.5％
6 債務保証 190社 26.4％
45
7 新分野展開支援人材開発助成金 161社 22.3％
8 営業支援 159社 22.1％
9 設備導入支援 136社 18.9％
















公的支援設問選択肢 認知度 利用度 要望度
平均 24.8% 8.8% 17.1%
総合施策
01 ベンチャープラザ 36141.9%11120.6%8311.5%
    「中小企業創造活動促進法」による支援施策
02 特定中小企業者（創業5年未満の特定業種企業）に対する設備投資減税等措置 23527.3%173.2%436.0%
03 研究開発型事業計画の認定者への各種税制、信用保証、資金助成等措置 31836.9%8816.4%19827.5%
04 研究開発者への研究開発促進保険等 738.5%4 0.7%669.2%
















16 人材確保・育成支援（人材確保支援、人材育成助成金等） 24027.9%61 1.3%23933.2%
17 営業支援（新商品テクノフェア、ベンチャー企業支援情報発信等） 17820.7%499.1%15922.1%
18 企業間交流支援（異業種交流支援、交流組織化支援等） 33538.9%91 6.9%1216.8%
19 事業所（低廉なスペース）支援 10912.7%132.4%91 2.7%
  通信分野関連施策
    「特定通信・放送開発事業実施円滑化法」による新規事業支援施策
20 テレコムベンチャー投資事業組合設立 192.2%0 0.0%152.1%
21 出資・債務保証・低利融資・ストックオプション特例 657.5%2 0.4%436.0%
    研究開発支援施策





































順位 公的施策 要望度平均 s.d.「無関係」
1 関連税制の是正 4.101.20 15.1%
2 個々のビジネスへの資金的支援（ｱｰﾘｰｽﾃｰｼﾞ） 3.951.23 24.6%
3 個々のビジネスへの資金的支援（ﾐﾄﾞﾙｽﾃｰｼﾞ） 3.891.18 22.0%
4 店頭市場の活性化 3.771.25 31.4%
5 技術SeedとビジネスNeedを適切に結び付ける目利き人の増加 3.681.25 19.2%
6 個々のビジネスへの資金的支援（ﾚｰﾀｰｽﾃｰｼﾞ） 3.651.25 18.7%
7 個々のビジネスへの資金的支援（創業以前） 3.541.37 36.2%
8 独立系ベンチャーキャピタルの育成 3.541.30 26.0%
9 政府（自治体）自身による製品（サービス）の買い入れ 3.461.42 29.7%
10プロの経営者の育成 3.41 .25 24.7%
11大学の「ベンチャー」化 3.331.28 24.6%
12起業家育成教育の充実 3.321.26 27.8%














































税制上の優遇措置 認知 順位 利用 順位
中小企業に対する法人税軽減税率の適用 79.0％ 1 65.9％ 1
中小企業に対する貸倒引当金制度の特例 63.6％ 2 49.5％ 2
中小企業新技術体化投資促進税制（メカトロ税制） 39.8％ 3 31.4％ 3
国公立研究機関へ支出された試験研究費の全額損金算入制度 29.4％ 4 17.6％ 5
特別試験研究費税額控除制度 27.1％ 5 19.0％ 4
中小企業技術基盤強化税制 27.0％ 6 7.7％ 6
エネルギー需給構造改革投資促進税制 18.2％ 7 5.3％ 7

















































1 法人税の切り下げ 864社 89.4％
2 設備投資に対する法定減価償却期間の短縮 417社 43.1％
3 相続税率の軽減 324社 33.5％
4 欠損金繰延期間の延長 267社 27.6％
5 赤字法人に対する各種税額控除制度の適用 210社 21.7％
6 キャピタルゲイン課税率の軽減 145社 15.1％
7 エンジェル税制の拡充 135社 13.9％
8 贈与税率の軽減 117社 12.1％






































































































                                                
5 ここで「living dead」という言葉は、「内容の良い企業として成長してゆく芽はないが、しかし死ぬことも
ない企業」の意味で用いている。VC会社の視点から言えば「業績が低迷しキャピタルゲインの期待は現実的
でないが、売却も償却も難しい投資先」をさす。
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しかし日本のベンチャービジネスの長期的振興、なかんずく研究開発型ベンチャー企業やハイテク・ベンチャ
ー企業の輩出のためには欠かせないものだからである。
　整理すれば、公的施策を進めていく際の基本的スタンスは次の二つであるべきだろう。
(1) 実務に携わる人たちの現場の声を幅広く聴取し、できるだけ具体的にそれに応える施策
(2) そうした現場の声からは通常出てこないインフラ整備関連施策
　このうち、後者のスタンスで施策をうちだしていくためには、あるべきベンチャービジネスに対する根本理
念といったものが改めて重要になる。目先の処方に追われ、思い付きの施策を講じるのではなく、長い目で見
て日本にどのようなベンチャービジネスが必要かが、もっと議論されなければならない。それはまた、科学技
術立国・日本の将来を具体的に展望する議論でもあるはずである。
